大気海洋・環境科学セクション

　　プレジデント　中島　映至　様

2010年9月30日

名称変更検討ワーキンググループ

花輪　公雄（代表）　津田　敏隆
杉田　倫明　　　　　鬼頭　昭雄

「大気海洋・環境科学セクション」の「大気海洋陸水・環境科学セクション」への

名称変更について（答申）

１．答申の結論
現在の当セクションの名称「大気海洋・環境科学セクション」は，「大気海洋陸水・環境科学セクション」と，名称を変更することが望ましい。
２．答申に至った検討事項
（１）科学研究費補助金の分科・細目の取り扱い

科学研究費補助金の分科・細目の括りは「大気・海洋物理・陸水学」（細目番号4402）であり，長い間この括りで申請を受け付けてきた。現在，これらの分科・細目の見直しが行われている最中であるが，どの学会からも変更の要望は出ていない（8月末現在）。むしろ，日本気象学会からは，現在の括りを保持して欲しい旨の要望がでている。したがって，気象，海洋物理，陸水をひと括りにして，「大気海洋陸水」と名乗ることは，コミュニティの多くの人にとって大きな違和感がないものと思われる。なお，細目名称の「海洋物理」が，単に「海洋」となることについては，海洋が物理学以外の多くの学問の対象となっていることから，むしろ望ましいと判断する。
（２）本セクションへの各学会からの参加者数の観点
連合事務局で調査した主要学会からの各セクションへの参加者数（参考の表参照）によると，大気海洋・環境科学セクションで登録している人の所属学会で最も多いのは気象学会の208名，続いて水文・水資源学会の75名，日本海洋学会，日本雪氷学会， 大気化学研究会 の各60名と続く。また，名称変更要望書に名前の出ている「水」関係の8学協会（以下，8学協会と呼ぶ）を合わせると275名に達する。会員の重なりを考えても，8学協会からの参加者は多い。一方，地球人間圏科学に登録している8学協会の合計は57名に過ぎない。すなわち，地球人間圏セクションよりも多数の8学協会関係者が本セクションを選択していることを示す。したがって，「陸水」を本セクションの名称に加えることは妥当であろう。
（３）大会時の各セクションのセッション数の観点

今年度の連合大会セッションの開催実績によれば，本セクションで最も開催件数が多かったのは「大気科学・気象学・大気環境」の6件であり，続いて「水文・陸水・地下水学・水環境」の5件，「大気海洋・環境科学複合領域・一般」4件，「雪氷学・寒冷環境」の3件と続いている。一方，地球人間圏セクションでは，水関係を名称に付けたセッションはなかった。このことからも，「陸水」を本セクションの名称に加えることは妥当であろう。
（３）その他の検討事項
１）セクション名の長さの問題について
セクション名が長くなりすぎるのはまずいのでは，という意見が設立当初にあったと言われている（未確認）。しかしながら，本ワーキンググループは，名称の長短よりも，より実態に即した名称が望ましいとの判断に立つ。確かに，日本の場合，タイトルや名称に長い名前を嫌う傾向があることは否定できない。一方，外国の場合，名称の長短が問題になることはあまりないようである。例えば，カリフォルニア大学デービス校には，Department of Land, Air and Water Resourcesという名称の学部が存在している。
２）既存名称にこだわらない新名称の導入について

本ワーキンググループでの議論のなかで，別の観点からの名称，例えば「流体圏・環境科学セクション」，あるいは「流体圏環境科学セクション」等の案も検討された。しかしながら，「流体圏」なる用語は，まだコミュニティの中で広く市民権得ていないということで，今回は採用しないこととした。将来，検討されるべき課題である。
３）関係学協会の意向について
「水」関係の6学協会（日本地下水学会、水文・水資源学会、日本水文科学会、日本雪氷学会、日本陸水学会、陸水物理研究会）は，「大気海洋陸水・環境科学セクション」名への変更を希望しており，その旨本セクションへの要望書を提出したことで，今回の検討の発端となったものである。

本ワーキングメンバーの一人（花輪）は日本海洋学会の幹事会メンバー（副会長）であり，7月23日（金）に開催された幹事会において，本セクション名の名称変更に関して意見を聴取した。その結果，提案する「大気海洋陸水・環境科学セクション」でなんら支障はない，との意向であった。

＜　参　考　＞

ワーキンググループ活動の経緯

　本ワーキンググループは，本年（2010年）5月26日に開催された「大気海洋・環境科学セクションボード」会合において，「セクション名変更提案」として議論されたことに端を発している（以下の議事録参照）。議事録にあるように6学協会から要望書が提案され，同会合で今年12月を目途の検討することが決まった。
　これを受け，中島映至セクションプレジデントから本ワーキンググループを設立し，検討を開始するよう要請されたものである（6月9日付メール）。
　以後，ワーキンググループメンバーはメール会議にて本件の議論を進め，成案を得たものである。
（2010年5月26日開催会合の議事録より引用）
３．セクション名変更提案について杉田委員から提案があった（資料2：この報告書には添付していない）。これは、法人化対応前に水関係6学協会（日本地下水学会、水文・水資源学会、日本水文科学会、日本雪氷学会、日本陸水学会、陸水物理研究会）から出された同趣旨の要望書（資料2の添付資料1～6）に対して、日本地球惑星連合運営会議議長より「陸水関係のサイエンスの重要性を理解しており、それを反映した登録区分・セクション名を探る重要性が必要であることを理解、しかしその議論は法人化後すみやかにセクション内で開始して欲しい」旨回答（資料2添付資料7）があり、それを受けての提案である。提案母体は水関係学協会団体会員（全学協会のの9/48）、大気海洋・環境科学セクション水関係代議員有志（全セクション代議員の6/15）、セクションボードメンバー（メンバーの2/11）である。名称変更の可否、変更する場合の名称を含め、会員、関連学会の意向等の意見を考慮しながら慎重に検討することになった。来年度社員総会にかける可能性を想定して、日程の逆算から、12月をめどに結論を出す予定とする。
＜表＞

	学協会別セクション登録者数 （学協会については複数回答有り）
	
	
	

	　
	宇宙惑

星科学
	大気海洋・

環境科学
	地球人間

圏科学
	固体地球

科学
	地球生命

科学
	合計

	日本宇宙生物科学会 
	2
	0
	0
	1
	6
	9

	日本応用地質学会 
	1
	8
	58
	62
	1
	130

	日本温泉科学会 
	0
	2
	0
	2
	1
	5

	日本海洋学会 
	2
	60
	5
	9
	13
	89

	日本火山学会 
	7
	6
	29
	329
	0
	371

	形の科学会
	1
	2
	1
	5
	3
	12

	日本活断層学会
	0
	3
	34
	63
	1
	101

	日本気象学会 
	31
	208
	14
	12
	0
	265

	日本高圧力学会
	6
	0
	0
	66
	0
	72

	日本鉱物科学会 
	19
	4
	11
	183
	7
	224

	日本国際地図学会 
	0
	1
	22
	3
	0
	26

	日本古生物学会 
	0
	12
	5
	17
	61
	95

	日本沙漠学会 
	0
	6
	5
	0
	0
	11

	日本サンゴ礁学会
	1
	10
	4
	2
	14
	31

	資源地質学会 
	0
	3
	18
	39
	4
	64

	日本地震学会 
	19
	7
	69
	759
	2
	856

	日本情報地質学会 
	0
	0
	15
	28
	0
	43

	日本水文科学会 
	0
	41
	5
	5
	0
	51

	水文・水資源学会 
	0
	75
	14
	2
	0
	91

	生態工学会
	0
	0
	1
	0
	2
	3

	生命の起原及び進化学会
	3
	0
	1
	0
	13
	17

	石油技術協会
	1
	4
	7
	36
	6
	54

	日本雪氷学会  
	2
	60
	7
	2
	2
	73

	日本測地学会 
	5
	1
	6
	144
	0
	156

	大気化学研究会 
	0
	60
	1
	0
	0
	61

	日本大気電気学会
	7
	10
	2
	5
	0
	24

	日本堆積学会 
	0
	14
	26
	40
	14
	94

	日本第四紀学会 
	1
	39
	89
	94
	14
	237

	日本地学教育学会 
	2
	0
	3
	15
	1
	21

	日本地下水学会 
	0
	42
	23
	13
	0
	78

	地学団体研究会
	0
	2
	15
	43
	7
	67

	日本地球化学会 
	25
	58
	19
	88
	27
	217

	地球電磁気・地球惑星圏学会 
	198
	25
	7
	97
	0
	327

	日本地形学連合 
	1
	14
	65
	17
	0
	97

	日本地質学会 
	3
	42
	79
	427
	63
	614

	日本地熱学会
	0
	4
	13
	38
	0
	55

	地理科学学会 
	0
	1
	20
	4
	0
	25

	日本地理学会 
	0
	38
	126
	39
	0
	203

	日本地理教育学会 
	0
	1
	16
	0
	0
	17

	地理教育研究会 
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	地理情報システム学会 
	1
	6
	48
	1
	0
	56

	日本天文学会
	122
	2
	1
	7
	3
	135

	東京地学協会  
	0
	14
	66
	64
	4
	148

	東北地理学会 
	0
	5
	34
	6
	0
	45

	土壌物理学会
	0
	10
	3
	0
	0
	13

	日本粘土学会 
	0
	2
	9
	7
	3
	21

	日本農業気象学会
	0
	15
	1
	0
	0
	16

	物理探査学会 
	2
	4
	18
	146
	0
	170

	日本陸水学会 
	0
	30
	6
	1
	4
	41

	陸水物理研究会
	0
	10
	1
	2
	0
	13

	日本リモートセンシング学会 
	8
	25
	23
	11
	0
	67

	日本惑星科学会   
	195
	3
	2
	45
	6
	251

	日本物理学会
	17
	4
	0
	6
	0
	27

	その他の学会
	19
	52
	57
	38
	14
	180

	登録学会未選択
	8
	16
	9
	10
	7
	50

	登録学会なし
	216
	208
	85
	411
	61
	981

	合計
	925
	1269
	1198
	3444
	364
	7200


